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１．研究背景及び目的 

定期検査報告制度(表 1)は建築基準法第 12 条に基づき、建築設備

や昇降機を検査資格者が定期的に検査し、所有者が所轄の特定行政

庁に検査結果を報告する制度である。この定期検査報告制度は 2008

年 4 月に改正され、建築設備においては検査時の測定結果表の提出

等の報告内容の充実が図られ、結果として検査時の設備の作動信頼

性を推定することが可能となった。 

 辻本研究室では、東京都内の特定行政庁Xの協力のもと2013年度、

2014 年度の定期検査報告のうち、この測定結果表に主眼を置いて、

データ収集を行った。本研究はこのデータを利用し、建築設備(非常

用の照明装置、排煙設備)を対象にその作動信頼性および経年での変

化を分析し、建築物の利用者の安全に寄与することを目的とする。 

２．建築設備の定期検査報告の概要 
表 1 に定期検査報告制度の概要を示す。2008 年の改正により、排

煙設備は排煙風量測定記録表、非常用の照明装置は照度測定表の添

付が義務づけられた。 

３．調査対象と方法 

本研究の調査対象は 2013 年度と 2014 年度において、建築基準法

第 12 条第 3 項の規定に基づき定期検査を実施し、特定行政庁 X に報

告された建築物である。調査方法は、2013 年度、2014 年度にわたり

特定行政庁 X にて調査対象項目（表 2）を収集し、データベース化

した 2）。2013 年度は 1375 棟、2014 年度には 1362 棟の建築物がデー

タベース化された。 

４．分析内容 

4.1 分析対象の概要 

上記の対象のうち 2 年連続で建築設備定期検査報告を行った建築 

 

 

表 1 建築設備の定期検査報告制度の概要 

報告者 検査が行われた建築物の所有者

検査資格者

一級建築士若しくは二級建築士又は国土交通大臣
が定める資格を有する者　(建築設備　検査資格者、
昇降機検査資格者等)

報告先 所轄の特定行政庁

検査対象
換気設備、排煙設備、非常用照明装置及び給排水
設備

検査報告時期

6か月～1 年までの間隔をおいて特定行政庁が
定める時期とされている（ただし、換気設備、
排煙設備、給水設備及び排水設備の一部の検査項
目は3年の間に全数を検査することで良いとされてい
る）

主な報告書
定期検査報告書、検査結果表、定期検査報告書概
要書、評価表、測定表、関係写真等  

表 2 定期検査報告書の調査対象項目 1） 

第一面

第三面

調査対象書類 調査対象項目

定期検査報告書 【3.報告対象建築物】【二.】用途，
【4.検査による指摘概要】

第二面 【1.建築物の概要】,【2.確認済証交付年月日
等】,【3.検査日等】,【9.排煙設備の概要】,
【10.排煙設備の検査の状況】,【11.排煙設備
の不具合の発生状況】,【13.非常用の照明
装置の概要】,【14.非常用の照明装置の検
査の状況】，【15.非常用の照明装置の不具
合の発生状況】,【20.備考】

【2.排煙設備】,【3.非常用の照明装置】

建築物概要書 建築物名称を除く

検査結果表
(排煙設備)
検査結果表
(非常用の照明装置)

特記事項 （2014年度の分析のみ「別添様
式　関連写真」を収集)
特記事項 （2014年度の分析のみ「別添様
式　関連写真」を収集)

別表3 排煙風量測定記録表
別表4 非常用の照明装置の照度測定表

3年までの間に1回行う検査
項目の年度別実施記録表

排煙設備、実施期間(初年度～終年度)
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物は 1167 棟であり、各年度の報告棟数の 85％を占めていた。本論

では 2014 年度に新たに調査対象項目としたデータの分析を除き、こ

の 1167 棟を対象に分析をおこなう。定期検査報告書(第一面)に記載

されている用途と第二面に記載されている延床面積で分類した建築

物棟数を表 3 注 1)、延べ床面積と建築物棟数の関係を図 1、階数と建

築物棟数の関係を図 2 にそれぞれ示す。延べ床面積が 10,000 ㎡を超

える建築物は特定行政庁 X の管轄ではなくなるため、今回の分析対

象に含まれない。分析対象の建築物としては複合用途が全体の 51％、

共同住宅が 33％を占めていた。図 1 は延床面積 100 ㎡単位で区切っ

た建築物棟数の分布である。面積範囲が 1,000 ㎡以上になると該当

する建築物棟数が多くなり、延床面積 1,500 ㎡(47 棟)が最頻値で、

以降延床面積の増加と共に建築物棟数は減少する。図 2 より階数の

最頻値は 8 階(176 棟)である。 

定期検査報告書(第二面)に記載されている、「今回の検査日」と「前

回の検査日」から検査間隔の分布を図 3 に示す。尚、「前回の検査日」

とは前回の報告書を提出した日で、報告書の提出は検査から 1 ヵ月

以内とされているため、実際に行われた検査日から最大 31 日ずれて

いる可能性がある注 2)。平均検査間隔は 337 日であり、最短が 106

日、最長が 729 日、最頻値が 343 日(30 棟)であった。おおよその築

年数がわかる、確認済証交付年の分布図を図 4 に示す。報告された

建築物で最も古いものは1958年、最新の建築物は2013年であった。 

対象1167棟の建築物に設置されている検査対象の建築設備を表4

に示す。排煙設備はこの場合、機械排煙を指しており、建築物全体

の 19％に設置され、非常用の照明装置については 98％に設置されて

いる。以下、これら 4 種類の建築設備の中から非常用照明装置およ

び排煙設備の故障率に注目した分析結果を示す。 

4.2 非常用照明に関する分析 

非常用の照明装置が設置されている建築物は 1140 棟である。非 

 

表 3 延べ床面積、用途ごとの建築物棟数注 1） (N=1167)  

～500㎡ 0 0 3 5 3 1 2 14

～1,000㎡ 0 0 8 4 8 26 1 47
～2,000㎡ 155 0 12 2 9 170 4 352
～3,000㎡ 100 29 1 2 4 137 4 277
～5,000㎡ 84 29 2 1 9 146 5 276
～10,000㎡ 45 33 1 0 2 115 5 201

合計 384 91 27 14 35 595 21 1167

複合用途 その他 合計
延べ床面積
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図 1 延床面積と建物棟数 (N=1167) 
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図 2 階数と建物棟数の関係(N=1167) 
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図 4 確認済証交付年と建物棟数の関係 (N=1167) 

 

 

表 4 定期検査対象の建築設備が設置されている棟数（N=1167） 

換気設備 排煙設備 非常用照明装置 給排水設備

建物棟数[棟] 624 223 1140 807  
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常用照明装置の検査については、全数検査を行い、避難経路等の避

難上で必要となる箇所は照度測定を行い、その結果を定期検査報告

書の別表 4 に記載して報告を行う注 3）。非常用照明装置の検査におい

ては建築物においてすべての照明が点灯し、避難経路上の照度が確

保されている建築物が指摘なしとなる。表 5 に非常用照明装置が設

置されている建築物の用途別延べ床面積ごとの棟数ならびに 2014

年度に要是正とされた棟数を示す。複合用途で要是正の割合が高い。 

表 6 に非常用照明装置についての指摘の変化を示す。仮に、すべ

ての建築物が故障の生起に関して均質で、2013 年から 2014 年の変

化に従う（前年指摘なしとされたもののうち、18％が 1 年で要是正

となり、前年の要是正のうち、23％が改善される）とした場合、こ

れを全部の建築物が指摘のない状態から繰り返すと、最終的な要是

正率は 44％となり、現状にかなり近い。後述の個別の分析とは別に、

全体の動き（要改善になる割合や改善される割合）は概ねこのよう

な傾向にあると思われる。 

図 5 に確認済証年交付年ごとの建築物棟数と要是正とされた棟数

の関係を示す。2005 年以降の建築物に対しては要是正と指摘された

建築物数は少なく、その割合も低い。1997 年、1998 年に関しては他

の年に比べて要是正と指摘された建築物棟数が多く見られた。 

また、2014 年度は、上述した照度の測定結果に加えて、定期検査

報告書の検査結果表の「別添様式 関係写真」から読み取ることの

できる非常用照明器具の種類と故障数を収集した。非常用照明につ

いてはこの故障数を用いて以下の分析を行った。 

非常用の照明装置に用いられるのは、電源別置き型もしくは電池

内蔵型の蛍光灯と白熱灯である。予備電源ごとの照明装置の灯数は

電池内蔵型が 75,432 灯、電源別置き型が 12,217 灯で、電池内蔵型

の照明装置が 86％を占めている。電池内蔵型非常用の照明装置に注

目して、確認済証交付年ごとに要是正と指摘された各照明の灯数の

割合を故障率として図 6 に示す。電池内蔵型では蛍光灯、白熱灯と

もに電球の切れや蓄電池の寿命により、照明の設置から蛍光灯では
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表 5 非常用照明装置が設置されている建築物の用途別延べ床面

積ごとの棟数注 1）(括弧内の数値は 2014 年度の要是正棟数) 

延べ床面積
[㎡]

共同住宅 事務所 店舗
ホテル
旅館

学校
専修学校

複合用途 その他

～500㎡ 0 0 3(1) 5(2) 3 1(1) 2

～1,000㎡ 0 0 8(4) 4(1) 8(1) 26(14) 1
～2,000㎡ 151(47) 0 12(8) 2 9 165(98) 4(2)
～3,000㎡ 94(45) 29(8) 1 2(1) 4(1) 134(74) 4(2)
～5,000㎡ 81(31) 30(16) 2(1) 1 9(1) 143(81) 5(2)
～10、000㎡ 44(14) 32(10) 1 0 1 114(55) 5(2)

合計 370(137) 91(34) 27(14) 14(4) 34(3) 583(323) 21(8)  

 
表 6 非常用照明装置についての指摘内容の変化（N=1140） 

指摘なし 要是正
指摘なし 497 111
要是正 120 412

2014年度

2013年度
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図 5 確認済証年交付年と建築物棟数の関係  (N=1140) 
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図 6 確認済証交付年ごとの蓄電池内蔵型白熱灯・蛍光灯の故障率 
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4.3 排煙設備に関する分析 

排煙設備は建築基準法 126 条の 2 をもとに設置されており、2013

年度、2014 年度にわたり報告を行った建築物は 223 棟、排煙機は 270

機、排煙口は 2814 個である。定期検査によって排煙設備に風量不足

等の性能不備がある場合は要是正の指摘を受ける。排煙設備の指摘

内容の経年変化について表 8 に示す。このうち、2014 年度の調査で

排煙設備において要是正と指摘を受けた建築物は 50 棟で全体の

22％を占めていた。要是正と指摘された排煙機は 60 機、排煙口は

415 個であった。2 年連続で要是正と指摘された建築物は 38 棟(排煙

機 46 機、排煙口 332 個)であり、2014 年度に要是正と指摘された 50

棟の内 76％であった。要是正かどうかに変化があった建築物は 24

棟であり、2014 年度で新たに要是正と指摘された建築物と 2013 年

度要是正から指摘なしとなった建築物の棟数は共に 12 棟であった。 

排煙設備が設置されている建築物の用途別延床面積と棟数を表 9

注 1)に示す。用途では複合用途と事務所が多く、延床面積が大きくな

るにつれ棟数も増える。要是正と指摘を受けた建築物については、

約 90%が複合用途である。 

 

図 9 に排煙設備が設置された建築物の確認済証交付年と建物棟数

ならびに要是正の棟数を示す。竣工後、数年間は指摘がないが、そ

れ以降は一定の割合で要是正が生じていることがわかる。 

また、非常用照明と同様に排煙設備でも、｢別表 3 排煙風量測定

記録表｣、｢別添様式 関連写真｣ならびに｢別記第二号(A4) 検査結

果表｣を参照し、測定風量と指摘検査項目に関して分析を行った。 

指摘検査項目について、2014 年度検査では排煙設備を有する 259

棟のうち 61 棟が要是正と指摘されている。この 61 棟が指摘を受け

た検査項目のうち、10 棟以上で指摘があった 8 項目を抜粋し、表 10

に示す。最も多く指摘されているものは「1.(18)排煙口の排煙風量」

で 25 棟、次いで「1.(9)排煙機の排煙風量」が 24 棟であり、これら 

は排煙機、排煙口の風量不足による指摘である。手動開放装置に関

する指摘は、「1.(14)手動開放装置の設置の状況」が 13 棟、「1.(16)

手動開放装置による開放状況」が 16 棟と比較的多い棟数で指摘があ

った。この 2 項目が両方指摘されている建築物は 7 棟あり、少なく 

 

 

図 7 確認済証交付年が 2011 年の各建築物での内蔵型蛍光灯 

の設置数と故障数 

とも一方が指摘されている建築物は 22 棟である。同様に排煙設備の

予備電源に関する指摘も、「4.(20) セル始動用蓄電池の電解液及び

電気ケーブルの接続の状況」が 10 棟、「4.(25)始動及び停止の状況」 

が 11 棟であった。2 項目両方が指摘されていた建築物は 5 棟、一方

が指摘されている建築物は 16 棟である。 

 

 
図 8 確認済証交付年が 1998 年の各建築物での内蔵型蛍光灯の 

設置数と故障数 

 

表 7 2014 年度の検査で指摘のあった検査項目（N=575） 

棟数 ％
(1) 120 21

(1) 566 98
(2) 554 96
(3) 570 99

(1) 2 0.3
(2) 1 0.2
(5) 4 0.7

(1) 151 26

(4) 2 0.3
(5) 2 0.3
(6) 1 0.2

2.電池内蔵形の蓄電池、電源別置形の蓄電池及び⾃家⽤発電装置

3.電源別置形の蓄電池及び⾃家⽤発電装置

使⽤電球、ランプ等
1.照明器具

要是正575棟で指摘のあった検査項⽬

4.電池内蔵形の蓄電池

照明器具の取付けの状況及び配線の接続の状況
電気回路の接続の状況
常⽤の電源から蓄電池設備への切替えの状況

予備電源への切替え及び器具の点灯の状況
予備電源の性能
照度の状況

5.電源別置形の蓄電池
電圧
電解液⽐重
電解液の温度

充電ランプの点灯の状況

 

 

表 8 排煙設備についての指摘の変化 (N=223) 

指摘なし 要是正
指摘なし 161 12
要是正 12 38

2014年度

2013年度
 

 
表 9 排煙設備が設置されている建築物の用途別延床面積と 

棟数注 1） (括弧内の数値は 2014 年度の要是正棟数) 

～500㎡ 0 0 0 0 0 0 0
～1,000㎡ 0 0 1 0 0 4(1) 0
～2,000㎡ 0 0 7 0 1(1) 27(4) 0
～3,000㎡ 1 7 0 0 1 28(5) 0
～5,000㎡ 2 9 0 0 3(1) 40(14) 1(0)
～10,000㎡ 2(1) 24(2) 1(1) 0 0 61(20) 3(0)

合計 5(1) 40(2) 9(1) 0 5(2) 160(44) 4(0)

複合用途 その他延床面積［㎡］ 共同住宅 事務所 店舗
ホテル・
旅館

学校・専修
学校
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表 8 排煙設備についての指摘の変化 (N=223) 
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指摘なし 161 12
要是正 12 38
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表 9 排煙設備が設置されている建築物の用途別延床面積と 

棟数注 1） (括弧内の数値は 2014 年度の要是正棟数) 

～500㎡ 0 0 0 0 0 0 0
～1,000㎡ 0 0 1 0 0 4(1) 0
～2,000㎡ 0 0 7 0 1(1) 27(4) 0
～3,000㎡ 1 7 0 0 1 28(5) 0
～5,000㎡ 2 9 0 0 3(1) 40(14) 1(0)
～10,000㎡ 2(1) 24(2) 1(1) 0 0 61(20) 3(0)

合計 5(1) 40(2) 9(1) 0 5(2) 160(44) 4(0)
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 排煙機ならびに排煙口での排煙風量が規定風量に達しているかど

うかに着目し、規定風量に対する測定風量の割合を示したものが図

10、図 11 である。100%未満すなわち風量不足では、排煙機、排煙口 

ともに分布の偏りはない（すべての領域に少しづつ分布）。一方、100%

以上すなわち風量に関して指摘なしの条件では、ともに 100%を少し

超える区分に分布が集中し、割合が大きくなるにつれてその数が減

少していく。簡単に分かるように風量に関して、正規分布の右側だ

けが残った形であり、現場での細かな調整の結果を物語っている。 

 

５．まとめ 
ある特定行政庁における 2013 年度と 2014 年度の建築設備の定期

検査報告データにおいて、非常用の照明装置と排煙設備の是正件

数・指摘内容に注目して分析を行った。その結果、以下のことがわ

かった。 

【連年の指摘件数の傾向】 

2 種類の建築設備の指摘内容を連年で追ってみると、建築設備が

2014 年度に新たに要是正と指摘された建築物と過去の故障を直し

2014 年度に指摘なしとなった建築物はほぼ同数であった。 

【非常用の照明装置】 

 照明の種類ごとに設置年数から、内蔵型蛍光灯の場合に 14 年、内

蔵型白熱灯の場合は 7 年を過ぎると照明の故障が増える傾向にある

ことが判明した。連年での故障率の変化には特徴がみられなかった。 

【排煙設備】 

排煙機の測定風量には、明確な経年での劣化がみられず、連年で

風量不足の排煙機については排煙機の劣化による性能低下、新たに

風量不足となった排煙機についてはバッテリーの切れ、障害物の設

置による不作動であり、排煙機の劣化など経年変化と関係づけるこ

とはできなかった。 

【今後の展開】 

故障の発生を記録するように点検結果の記録の方式を変えること

で、幾つかの防災設備の信頼性を推定することが可能になった。今

後、この種の故障情報を公的に蓄積し、同種の設備ごとに公開する

ことで、信頼性の向上に資することが可能になるばかりでなく、デ

ータの蓄積によって統計的に見て不自然な記録が検出しやすくなり、

結果として虚偽の申告等の識別も可能となる。 
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図 9 排煙設備が設置された建築物の確認済証交付年と 
建物棟数の関係(N=223) 

表 10 2014 年度の検査で 10 棟以上の指摘があった検査項目

（N=61） 

棟数 ％

(6) 10 16

(8) 12 20

(9) 24 39

(14) 13 21

(16) 16 26

(18) 25 41

(20) 10 16

(25) 11 18

排煙口の開放と連動起動の状況

電源を必要とする排煙機の予備電源による作動の状況
排煙機の排煙風量

1.令第123条第3項第1号に規定する付室、令第129条の13の3第3
項に規定する乗降ロビー、令第126条の2第1項に規定する居室等

10棟以上で指摘のあった検査項目

セル始動用蓄電池の電解液及び電気ケーブルの接続の状況
始動及び停止の状況

4.予備電源

手動開放装置の設置の状況
手動開放装置による開放の状況
排煙口の排煙風量

 

 

 

 

図 10 排煙機の規定風量に対する測定風量の割合(N＝338) 

(2014 年度検査対象物の居室等のみ注 4）) 

 

 

図 11 排煙口の規定風量に対する測定風量の割合(N＝1054)  

(2014 年度検査対象物の居室等のみ注 4）) 

 

 

 

 

 

 



222

６．あとがき 

紙に書かれた大量の点検結果をデジタル化するのは大変な作業で

あった。データ収集に関し、多大な御協力を頂いた関係各位と実際

に作業を担当した泉田隆次郎君、宮本檀君等の学生諸君に、心から

謝意を表します。 

 

脚注 
注 1)表 3、表 5、表 9 について建築物用途「店舗」とは、飲食店、物販店、

サービス店をまとめたもの、「複合用途」とは定期検査報告書に複数の用途

が記載されているものを示す。 

注 2) 東京都建築基準法施行細則第 13 条第 5 項より「規則第 6 条第 3 項に規

定する報告書は、報告の日前 1 月以内に検査し、作成したものでなければ

ならない。」 

注 3）東京都の特定行政庁では照度測定を記載する別表 4 には階数ごとかつ

照明器具の種類ごとの最低照度は必ず記載しなければならない 

注 4）機械排煙の対象となる空間のうち、規定排煙量が床面積×1 ㎥/分であ

る室のデータのみを選択した。 
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